
最近の防災対策の動向
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 発災時、地方公共団体は他の地域の支援が届くまでは自力で災害対応を行う必要があるが、これまで大きな災害を経験していない地方
公共団体では、災害対応に不慣れな場合もあることから、「地方都市等における地震防災のあり方に関する専門調査会」報告等も参考に
して、災害発生時に必要となる基本的な対応を事前にチェックリスト化するなど対応体制を確立しておくべきである。

 東日本大震災で庁舎や首長や職員が被災し、行政機能が著しく低下した地方公共団体があったこと等を踏まえ、地方公共団体の業務継
続の確保のため、代替拠点の確保、首長や主要職員の代理の確保、重要情報のバックアップなどを推進すべきである。また、災害対応業
務が特定の部課へ集中する実態を踏まえ、人員配置や支援要請も考慮する必要がある。

 地方公共団体や防災関係機関は、防災業務計画や地域防災計画に受援計画を位置付け、応援に関する連絡・要請などの具体的手法も
記載するなど、円滑な相互応援体制の確立を図るべきである。

 国と地方公共団体間、地方公共団体相互間の広域応援を総合的かつより円滑に実施するため、可能な範囲内で災害対応業務のプログ
ラム化、標準化を行うべきである。特に、災害時の協力協定の相手方とは、相手方の業務規定や情報システム等の共通化を図ることが有
効であり、少なくとも相手方の規定、システムへの習熟を進めるべきである。

 地方公共団体間の応援に当たっては、東日本大震災の応援における知見（食料持参等の自己完結型の支援の必要性、カウンターパート
方式の有効性、県と県内市町村がチームを組んだ応援の有効性、応援者に対して被災地方公共団体が指揮命令できない場合の考慮、
支援者側の現地支援本部の必要性、被災地方公共団体での土木建築工事、用地確保、埋蔵文化財調査、申請事務等の職員不足）を十
分に活用すべきである。

 各地方公共団体とも、災害対応が未経験の職員が多いことを踏まえ、被災地の地方公共団体への支援活動が、自らの災害対応のため
にも役立つことに留意すべきである。

 被災地の周辺地域が被災地の後方支援を担える体制を推進するため、岩手県遠野市の事例等を参考にして、防災計画等に被災地域外
の後方支援基地の位置付けを行うべきである。また、遠隔地からの応援に当たっては、周辺地域の物資補給基地の確保も検討すべきで
ある。

 広域避難を受け入れた地方公共団体が主体的な判断で被災者の支援ができるよう自由度を確保した財政支援の必要性について検討す
べきである。

 各地方公共団体における災害対策の的確・迅速な実施のため、災害対策本部に意見聴取・連絡調整等のため指定地方公共機関その他
の関係者の出席を求めることができることをあらかじめマニュアル等に位置付けるべきである。

 緊急時に外部の専門家や過去の災害対応の経験者の意見を聴けるような仕組みを平素から構築しておくべきである。

 地方公共団体は、発災後の円滑な応急対応、復旧・復興に向けて、ＯＢ（自衛隊等国の機関のＯＢも含む）・民間の人材の任期付き雇用
等の人材確保方策をあらかじめ整えておくべきである。

防災対策推進検討会議 最終報告（抄）
（平成24年7月31日 中央防災会議防災対策推進検討会議）

第３章 今後重点的に取り組むべき事項～防災政策の基本原則を踏まえて～
第２節 災害発生時対応に向けた備えの強化
（１） 災害即応体制の充実・強化
④ 地方公共団体における体制整備

１



南海トラフ巨大地震対策の基本的方向

今後検討すべき主な課題

具体的に実施すべき対策

南海トラフ巨大地震の特徴

南海トラフ巨大地震対策について 最終報告 概要

被害はこれまで想定されてきた地震とは全く異なるものと想定

○広域かつ甚大な人的被害、建物被害、ライフライン、インフラ被害の発生 ○膨大な数の避難者の発生 ○被災地内外にわたる全国的な生産・サービス活動への多大な影響

○被災地内外の食糧、飲料水、生活物資の不足 ○電力、燃料等のエネルギー不足 ○帰宅困難者や多数の孤立集落の発生 ○復旧・復興の長期化

超広域にわたり強い揺れと巨大な津波が発生
避難を必要とする津波の到達時間が数分

○主な課題と課題への対応の考え方

○南海トラフ巨大地震の発生確率 ○予測可能性と連動可能性 ○長周期地震動への対応

（１）津波からの人命の確保
○津波対策の目標は「命を守る」、住民一人ひとりが主体的に迅速に適切に避難
○即座に安全な場所への避難がなされるよう地域毎にあらゆる手段を講じる

（２）各般にわたる甚大な被害への対応
○被害の絶対量を減らす観点から、耐震化や火災対策などの事前防災が極めて重要
○経済活動の継続を確保するため、住宅だけでなく、事業所などの対策も推進する必要
○ライフラインやインフラの早期復旧につながる対策は、あらゆる応急対策の前提として重要

（３）超広域にわたる被害への対応
○従来の応急対策、国の支援・公共団体間の応援のシステムが機能しなくなるおそれ
○日本全体としての都道府県間の広域支援の枠組みの検討が必要
○避難所に入る避難者のトリアージ、住宅の被災が軽微な被災者の在宅避難への誘導
○被災地域は、まず地域で自活するという備えが必要

（４）国内外の経済に及ぼす甚大な影響の回避
○被災地域のみならず日本全体に経済面で様々な影響
○日本全体の経済的影響を減じるためには主に企業における対策が重要
○経済への二次的波及を減じるインフラ・ライフライン施設の早期復旧
○諸外国への情報発信が的確にできるような戦略的な備えの構築

（５）時間差発生等態様に応じた対策の確立
○複数の時間差発生シナリオを検討し、二度にわたる被災に臨機応変に対応

（６）外力のレベルに応じた対策の確立
○津波対策は、海岸保全施設等はレベル１の津波を対象とし、レベル２の津波には「命を守る」

ことを目標としてハード対策とソフト対策を総動員
○地震動への対策は、施設分野毎の耐震基準を基に耐震化等を着実に推進
○災害応急対策は、オールハザードアプローチの考え方に立って備えを強化

○事前防災 （津波防災対策、建築物の耐震化、火災対策、土砂災害・液状化対策、ライフライン・インフラの確保対策、教育・訓練、ボランティア活動、総合的な防災の向上 等）

○災害発生時対応とそれへの備え （救助・救命、消火活動、緊急輸送活動、物資調達、避難者・帰宅困難者対応、ライフライン・インフラの復旧、防災情報対策、広域連携・支援体制 等）

○被災地域内外における混乱の防止 ○多様な発生態様への対応 ○様々な地域的課題への対応 ○本格復旧・復興

（２）対策を推進するための組織の整備
○広域的な連携・協働のための南海トラフ巨大地震対策協議会の積極的活用及び法的な位置

づけの必要性

（１）計画的な取組のための体系の確立
○総合的な津波避難対策等の観点等から、対策推進のための法的枠組の確立が必要
○南海トラフ巨大地震対策のマスタープランの策定とともに、事前防災戦略の具体化に

当たっては、項目毎に目標や達成の時期等をプログラムとして明示
○応急対策についても、具体的な活動内容に係る計画を策定

（３）戦略的な取組の強化
○ハード・ソフト両面にわたるバランスのとれた対策の総合化
○府省を超えた連携、産官学民の連携など、国内のあらゆる力を結集
○住民一人ひとりの主体的な防災行動が図られるよう、生涯にわたって災害から身を守り、

生きることの大切さを育む文化を醸成
○国、地方を通じた防災担当職員の資質向上や人材ネットワークの構築が大切

（４）訓練等を通じた対策手法の高度化
○行政・地域住民・事業者等の地域が一体となった総合的な防災訓練の継続的な実施
○実践的な津波避難訓練による避難行動の個々人への定着

（５）科学的知見の蓄積と活用
○地震・津波及びその対策に関する様々な学問分野の学際的な連携
○防災対策に関する応用技術の開発・普及の促進

○対策を推進するための枠組の確立
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英国・米国における「強靭化（レジリエンス）」に向けた取り組み
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（参考１） 災害対応における知事の主な措置権等

民間

（災害救助法第24条~27条）
・医療、土木建築工事又は輸送関

係者に対する救助に関する業務従
事命令

・救助を要する者及びその近隣の
者に対する救助に関する業務協力
命令

・病院、診療所、旅館その他政令で
定める施設の管理、土地、家屋若し
くは物資の使用、物資の生産、集荷、
販売、配給、保管若しくは輸送を業
とする者に対する物資の保管命令、
又は物資の収用
・立入検査、報告の求め
（災対法第71条,79条）

・応急措置（第五十条第一項第四号
から第九号までに掲げる事項）につ
いて、災害救助法第二十四条から
第二十七条までの規定の例による
従事命令等
・事業者の電気通信設備の優先利

用、有線電気通信設備若しくは無
線設備の使用

市町村

（災対法第68条、72条）

・市町村長等の災害応急対策に係る都
道府県知事等に対する応援の求め、又
は災害応急対策実施の要請。

・市町村長に対し、応急措置の実施又
は応援の指示

・市町村長に対し、災害応急対策（応急
措置を除く。）の実施又は応援の求め

警察/教育委員会

消防

（災対法第23条⑥）

都道府県災害対策本部長の当該都道府県
警察又は当該都道府県の教育委員会に対す
る災害予防又は災害応急対策に係る指示

（消防組織法第42条、43条）

・消防庁、警察庁、都道府県警察、都道府県知
事、市町村長及び水防管理者の相互間におけ
る地震、台風、水火災等の非常事態時の災害
防御協定

・地震、台風、水火災等の非常事態時の市町
村長、市町村の消防長又は水防管理者に対
する前項の協定の実施その他災害の防御の
措置に関する指示

（自衛隊法83条）

天災地変その他の災害に際して、部隊等の派
遣の防衛大臣又はその指定する者への要請

自衛隊

知 事
（災害対策本部長）

指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は当該都道
府県の他の執行機関、指定公共機関若しくは指定地方公共機関

（災対法第70条③）
応急措置の実施の要請、又は求め

４

（災害対策基本法第４条①） （都道府県の責務）

・都道府県は、・・・関係機関及び他の地方公共団体の協力を得て、当該都道府県の地域に係る防災に関する計画を作成し、及び法令に基づきこれを
実施するとともに、その区域内の市町村及び指定地方公共機関が処理する防災に関する事務又は業務の実施を助け、かつ、その総合調整を行なう
責務を有する。
（災害対策基本法第４7条） （防災に関する組織の整備義務）

・地方公共団体の長その他の執行機関・・・は、法令又は防災計画の定めるところにより、・・・災害を予測し、予報し、又は災害に関する情報を迅速に
伝達するため必要な組織を整備するとともに、絶えずその改善に努めなければならない。

・法令又は防災計画の定めるところにより、それぞれ、防災業務計画又は地域防災計画を的確かつ円滑に実施するため、防災に関する組織を整備す
るとともに、防災に関する事務又は業務に従事する職員の配置及び服務の基準を定めなければならない。
（災害救助法第22条）

・ 都道府県知事は、救助の万全を期するため、常に、必要な計画の樹立、強力な救助組織の確立並びに労務、施設、設備、物資及び資金の整備に
努めなければならない。



（参考２） 他都道府県への応援規定等

※災害対策基本法第33条 派遣職員に関する資料の提出等

指定行政機関の長・・・、都道府県知事・・・は、内閣総理大臣に対し、・・・職員の派遣が円滑に行われるよう、定期的に、
災害応急対策又は災害復旧に必要な技術、知識又は経験を有する職員の職種別現員数及びこれらの者の技術、知識又
は経験の程度を記載した資料を提出するとともに、当該資料を相互に交換しなければならない。

※災害対策基本法第74条の2第4項（市町村に対する県外応援の要請）
災害発生都道府県知事以外の都道府県知事は、・・・内閣総理大臣の要求に応じ応援をする場合において、・・・市町村長
に対し、当該災害発生市町村長を応援することを求めることができる。

（２） 国が関係する場合
①災害対策基本法の規定により、要請があった場合
・第74条の2第1項の規定による「応援の求め」の求め
・第86条の6第2項の規定に基づく広域一時滞在に関する助言の求め
・第30条第2項の規定に基づく職員派遣のあっせんの求め

②災害対策基本法第74条の2第3項の規定を適用する場合（緊急時の応援の求め）
③災害救助法第31条の規定を適用する場合（応援の指示）
④災害対策基本法第28条又は第28条の6の規定による非常災害対策本部長又は緊急災害対策
本部長の指示

（１）応援協定等による場合
①災害対策基本法第8条第2号施策における防災上の配慮規定
地方公共団体の相互応援及び・・・広域一時滞在に関する協定の締結に関する事項

②災害対策基本法第49条の2 円滑な相互応援の実施のために必要な措置
災害予防責任者は、・・・災害応急対策又は災害復旧の実施に際し他の者の応援を受け、又は他の者を応援
することを必要とする事態に備え、相互応援に関する協定の締結、共同防災訓練の実施その他円滑に他の者
の応援を受け、又は他の者を応援するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

③災害対策基本法第74条 都道府県知事等に対する応援の要求
都道府県知事等は、・・・他の都道府県の都道府県知事等に対し、応援を求めることができる。

④災害対策基本法第29条職員派遣の要請
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(１)対象

①地方自治体・指定公共機関等
の防災担当の一般職員（約20
名、１年間）

②市町村の防災担当の一般職
員（約20名×第３、４四半期）

(２)内容

①防災対策全般にかかる内閣府
企画の研修に参加（10日間）。

②２．(２)①の研修に参加。

③内閣府防災におけるOJT研修。

④内閣府防災および関係省庁担
当者による講義を受講。

⑤防災関係施設や訓練等を見学。

⑥国交大、消防大等の外部機関
研修に参加。

(１)対象

国・地方公共団体で防災に携わる

①防災担当一般職員（係長級未満程度）

②防災担当中堅職員（係長級以上課長補
佐級以下程度）

③幹部職員（課長級以上程度）

（２）内容

職員の職務内容と経験に応じ、情報収集・
分析能力、事案対処の立案能力等、総合
的防災対応力を養成するため、下記の研
修に参加。

①防災担当一般職員向け研修
（４日間、年２回）

②防災担当中堅職員向け研修
（４日間、年２回）

③幹部職員向け研修（２日間、年２回）

(１)対象

地域の自主防災組織等のリー
ダーとして見込まれる者

(２)内容

①国の知見を踏まえた横断的な
カリキュラム及び教材を開発し、
地方公共団体に共有。

②地方公共団体で実施する研修
に講師の派遣。

防災スペシャリスト養成研修（国と地方の防災を担う人材の育成）

１．防災スペシャリストの育成
２．「有明の丘基幹的広域防災拠点施設」

を活用した防災・減災を担当する人材
の育成

３．地域防災リーダーの育成

（参考３）

６
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平
成

２
５

年
度

「
地

域
に

お
い

て
防

災
を

担
う

人
材

の
育

成
」

事
業

 

〔
内

閣
府

に
お

け
る

1
年

研
修

コ
ー

ス
〕

 
 第

１
 

目
的

 

  
南

海
ト

ラ
フ

巨
大

地
震

な
ど

の
大

規
模

広
域

な
自

然
災

害
に

的
確

・
迅

速
に

対
応

す
る

た
め

に
は

、
国

の
緊

急

災
害

対
策

本
部

（
災

害
現

地
対

策
本

部
を

含
む

）
等

と
地

方
自

治
体

の
災

害
対

策
本

部
と

の
連

携
、

発
災

時
の

適

切
な

広
域

応
援

や
受

援
体

制
の

構
築

等
国

と
地

方
自

治
体

と
の

緊
密

な
連

携
が

不
可

欠
で

あ
り

、
そ

の
た

め
に

は

平
素

か
ら

国
・

地
方

自
治

体
、

地
方

自
治

体
相

互
間

の
緊

密
な

協
力

・
連

携
体

制
を

確
立

し
て

お
く

こ
と

が
必

要

で
あ

る
。

 
ま

た
、
中
・
小

規
模

災
害

に
お

い
て

も
そ

の
対

応
の

成
否

は
「

災
害

経
験

」
の

有
無

に
か

か
っ

て
お

り
、「

災
害

経
験

」
を

蓄
積

す
る

場
が

必
要

で
あ

る
。

 
こ

の
た

め
、
地

方
自

治
体

職
員

に
対

す
る

研
修

等
を

実
施

し
、「

災
害

経
験

」
を

共
有

、
蓄

積
す

る
こ

と
に

よ
る

地
域

の
防

災
力

強
化

と
、
職

員
間

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
構

築
に

よ
る

国
・
地

方
を

通
じ

た
防

災
体

制
の

充
実

を
図

る
。

 
 第

２
 

地
方

の
防

災
ス

ペ
シ

ャ
リ

ス
ト

と
な

る
人

材
育

成
プ

ロ
グ

ラ
ム

 

 （
１

）
募

集
人

員
、

研
修

期
間

等
 

 
 

 
①

募
集

人
員

：
主

に
都

道
府

県
の

職
員

10
名

（
市

町
村

の
職

員
も

参
加

可
能

）
 

②
研

修
期

間
：
１

年
（

平
成

25
年

4
月

～
平

成
26

年
3
月
：
約

50
日

研
修

等
に

参
加

、
約

200
日
（

日

数
は

勤
務

日
ベ

ー
ス

）
内

閣
府

防
災

で
勤

務
し

つ
つ

Ｏ
Ｊ

Ｔ
研

修
）

 
③

対
象

職
員
：
防

災
担

当
の

一
般

職
員
（

４
０

歳
未

満
程

度
）（

経
験

者
及

び
今

後
見

込
ま

れ
る

者
を

含
む

）

を
基

本
と

す
る

。
（

応
相

談
）

 
 （

２
）

Ｏ
Ｊ

Ｔ
研

修
の

内
容

 
 

 
 

平
時

に
お

い
て

は
、

内
閣

府
防

災
内

の
各

参
事

官
室

で
業

務
に

従
事

し
て

各
種

施
策

の
企

画
立

案
な

ど
に

参
画

し
つ

つ
、

大
規

模
地

震
対

策
の

各
種

検
討

会
等

を
傍

聴
し

、
防

災
に

関
す

る
知

識
の

習
得

を
図

る
と

と

も
に

、
大

臣
視

察
等

に
随

行
し

て
地

方
の

防
災

対
策

の
状

況
を

把
握

す
る

。
 

 
災

害
発

生
時

に
は

、
政

府
調

査
団

等
に

補
助

員
と

し
て

の
随

行
や

、
政

府
の

災
害

対
策

本
部

の
補

助
員

と

な
る

な
ど

の
業

務
を

行
い

な
が

ら
「

災
害

経
験

」
を

共
有

す
る

。
 

【
参

考
】

各
参

事
官

室
の

主
な

業
務

 
 

 
①

総
括

担
当

 
 

 
 

 
政

策
統

括
官

の
所

掌
事

務
に

関
す

る
総

合
調

整
、

国
会

対
応

、
組

織
、

法
制

、
広

報
、

予
算

、
会

計
、

中
央

防
災

会
議

の
庶

務
等

 
 

 
②

災
害

緊
急

事
態

対
処

担
当

 
 

 
 

 
大

規
模

災
害

発
生

時
の

初
動

対
応

、
災

害
応

急
対

策
活

動
要

領
等

の
各

種
災

害
対

応
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
策

定
・

改
善

・
運

用
、

総
合

的
な

防
災

訓
練

の
企

画
・

実
施

等
 

 
 

③
地

方
・

訓
練

担
当

 
 

 
 

 
「

総
合

防
災

訓
練

大
綱

」
の

策
定

及
び

こ
れ

に
基

づ
く

訓
練

の
企

画
・

実
施

等
、

防
災

に
関

す
る

地
方

と
の

連
携

、
国

及
び

地
方

公
共

団
体

の
防

災
関

係
職

員
等

に
対

す
る

研
修

の
企

画
・

実
施

等
 

 
 

④
調

査
・

企
画

担
当

 
 

 
 

 
地

震
、

津
波

、
火

山
、

風
水

害
等

大
規

模
災

害
の

防
災

に
関

す
る

事
項

の
企

画
・

立
案

等
 

 
 

⑤
防

災
計

画
担

当
 

 
 

 
 

防
災

基
本

計
画

・
地

域
防

災
計

画
・

防
災

業
務

計
画

等
に

係
る

企
画

・
立

案
、

国
・

地
方

公
共

団

体
・

そ
の

他
の

公
共

機
関

の
業

務
継

続
計

画
に

係
る

企
画

・
立

案
等

 
 

 
⑥

普
及

啓
発

・
連

携
担

当
 

 
 

 
 

防
災

白
書

の
策

定
、
災

害
被

害
を

軽
減

す
る

普
及

啓
発

活
動

の
実

施
、
企

業
の

事
業

継
続

計
画
（

Ｂ

Ｃ
Ｐ

）
策

定
の

推
進

、
防

災
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
の

環
境

整
備

、
国

際
防

災
協

力
の

推
進

等
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⑦
被

災
者

行
政

担
当

 
被

災
者

支
援

に
関

す
る

企
画

・
立

案
等

の
総

合
調

整
、

被
災

者
生

活
再

建
支

援
金

の
支

給
、

災
害

に
係

る
住

家
の

被
害

認
定

、
災

害
時

要
援

護
者

対
策

、
避

難
所

に
お

け
る

環
境

の
改

善
等

 
 

 
⑧

事
業

推
進

担
当

 
 

 
 

 
災

害
復

旧
・

復
興

に
関

す
る

施
策

等
の

推
進

、
防

災
に

係
る

拠
点

施
設

の
整

備
及

び
運

用
、

防
災

情
報

シ
ス

テ
ム

の
整

備
及

び
運

用
・

管
理

、
内

閣
府

の
設

置
す

る
防

災
に

係
る

通
信

施
設

の
建

設
、

維
持

及
び

管
理

等
 

 （
３

）
Ｏ

Ｊ
Ｔ

以
外

の
研

修
内

容
等

 
 

 
 

防
災

に
関

す
る

多
様

な
機

関
に

よ
る

専
門

研
修

や
防

災
関

係
施

設
の

視
察

、
訓

練
の

見
学

等
を

通
じ

て
、

知
識

、
経

験
と

も
に

豊
富

な
防

災
ス

ペ
シ

ャ
リ

ス
ト

と
な

る
人

材
を

育
成

す
る

と
と

も
に

、
国

と
地

方
自

治

体
及

び
自

治
体

間
の

相
互

理
解

を
深

め
る

。
ま

た
、

職
員

間
の

顔
の

見
え

る
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
構

築
に

よ
り

、

災
害

発
生

時
の

ス
ム

ー
ズ

な
連

携
に

資
す

る
。

こ
の

た
め

、
以

下
の

研
修

を
行

う
。

 
 

 
①

外
部

有
識

者
に

よ
る

講
義

、
討

論
、

演
習

、
講

評
等

を
内

容
と

す
る

内
閣

府
企

画
の

研
修

 
1
）

一
般

職
員

向
け

研
修

（
５

日
間

程
度

）
 

災
害

対
策

の
基

礎
的

な
項

目
に

関
す

る
講

義
や

演
習

等
を

内
容

と
し

、
情

報
収

集
・

分
析

能
力

、
事

案
対

処
の

立
案

能
力

等
、

基
本

的
な

防
災

対
応

力
を

養
成

す
る

。
 

 
2
）

総
合

研
修

（
１

０
日

間
程

度
）

 
災

害
応

急
対

策
か

ら
普

及
啓

発
、

被
災

者
支

援
、

復
旧

、
復

興
等

ま
で

、
防

災
対

策
全

般
に

か
か

る

施
策

に
関

す
る

講
義

等
を

内
容

と
し

て
、

総
合

的
な

防
災

対
応

力
を

養
成

す
る

。
特

に
災

害
応

急
対

策

に
つ

い
て

は
、

オ
ペ

レ
ー

シ
ョ

ン
ル

ー
ム

を
備

え
た

「
有

明
の

丘
基

幹
的

広
域

防
災

拠
点

施
設

」
を

活

用
し

た
演

習
等

を
行

う
こ

と
に

よ
り

、
実

践
的

な
災

害
対

応
能

力
を

養
う

。
 

②
内

閣
府

防
災

各
参

事
官

室
、

関
係

省
庁

担
当

者
に

よ
る

講
義

の
受

講
（

５
日

程
度

）
 

 
 

内
閣

府
防

災
内

各
室

の
業

務
に

関
連

し
た

講
義

や
、

警
察

庁
、

消
防

庁
、

防
衛

省
、

国
土

交
通

省
、

海

上
保

安
庁

、
気

象
庁

等
に

お
け

る
災

害
対

応
に

関
す

る
講

義
を

受
講

す
る

。
 

 
 

③
防

災
関

係
施

設
や

訓
練

等
の

視
察

、
見

学
（

１
０

日
程

度
）

 
 

 
 

 
立

川
広

域
防

災
基

地
、

有
明

の
丘

基
幹

的
広

域
防

災
拠

点
施

設
、

東
扇

島
東

京
湾

臨
海

部
基

幹
的

広
域

防
災

拠
点

施
設

を
始

め
、

実
働

省
庁

の
施

設
や

防
災

に
関

す
る

研
究

機
関

、
東

日
本

大
震

災
被

災
地

等
の

視
察

を
行

う
と

と
も

に
、

防
衛

省
、

警
視

庁
、

東
京

消
防

庁
等

の
訓

練
を

見
学

す
る

。
 

 
 

④
関

係
省

庁
の

研
修

機
関

に
お

け
る

既
存

の
研

修
の

受
講

（
２

０
日

程
度

）
 

 
 

 
国

土
交

通
大

学
校

、
消

防
大

学
校

等
の

既
存

研
究

機
関

に
お

け
る

災
害

対
応

に
関

す
る

研
修

を
受

講
す

る
。 

 第
３

 
服

務
関

係
等

 
 

 
 

研
修

員
の

身
分

、
研

修
に

要
す

る
費

用
等

に
つ

い
て

は
以

下
の

と
お

り
取

り
扱

う
も

の
と

す
る

。
 

 
①

研
修

員
の

身
分

 
 

 
 

研
修

員
は

、
研

修
期

間
中

に
お

い
て

も
当

該
地

方
公

共
団

体
等

の
身

分
を

保
有

す
る

。
 

 
②

研
修

に
要

す
る

費
用

 
 

 
 

 
研

修
員

に
係

る
赴

任
旅

費
に

つ
い

て
は

、
当

該
地

方
公

共
団

体
等

が
負

担
す

る
。

な
お

、
研

修
期

間
中

の

研
修

等
に

要
す

る
旅

費
は

当
該

地
方

公
共

団
体

と
内

閣
府

が
協

議
の

上
、

決
定

す
る

。
 

 
③

研
修

期
間

中
の

住
居

に
つ

い
て

 
 

 
 

 
研

修
期

間
中

の
住

居
は

当
該

地
方

公
共

団
体

等
に

お
い

て
確

保
す

る
と

と
も

に
、

住
居

に
要

す
る

一
切

の

費
用

は
、

当
該

地
方

公
共

団
体

等
が

負
担

す
る

。
 

 
 

④
そ

の
他

 
 

 
 

 
上

記
①

か
ら

③
の

他
、

研
修

に
関

し
必

要
な

事
項

は
別

添
「

内
閣

府
本

府
行

政
実

務
研

修
実

施
要

綱
」

及

び
「

内
閣

府
本

府
行

政
実

務
研

修
実

施
細

則
」

に
基

づ
き

取
り

扱
う

。
 

 
本

件
照

会
先

：
内

閣
府

政
策

統
括

官
（

防
災

担
当

）
付

参
事

官
（

地
方

・
訓

練
担

当
）

付
 

参
事

官
補

佐
 

吉
見

  seitarou
.yosh

im
i@

cao.go.jp
 

 
主

査
 

木
全

 
you

ta.kim
ata@

cao.go.jp
 

 
電

話
：

03-3503-9394
（

直
通

）
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【
機
密
性

2
情
報
】
 

実
施
 

機
関
 

研
修
名
 

受
講

の
効

果
 

国 土 交 通 大 学 校 

土
砂

災
害

防
止

対

策
〔

警
戒
避
難

等
〕
 

国
や

地
方

公
共

団
体

で
土

砂
災

害
防

止
対

策
に

関
す

る
業

務
を

担
当

す

る
係
長
等

と
と

も
に

、
講

義
や

課
題

研
究

等
に

取
り

組
む

こ
と

で
、
次

の
よ

う
な
知
識

の
修

得
や

能
力

の
向

上
を

図
る

こ
と

が
可

能
。

 

○
 

土
砂

災
害

防
止

法
に

お
け

る
一

連
の

知
識

の
体

系
的

な
修

得
 

○
 

警
戒

区
域

等
の

指
定

の
た

め
の

住
民

と
の

合
意

形
成

に
関

す
る

取

組
み

や
住

民
と

一
体

と
な

っ
た

警
戒

避
難

体
制

の
整

備
に

関
す

る
管

理
・
運
用

の
修

得
 

○
 

課
題

研
究

に
よ

る
問

題
解

決
能

力
・

企
画

立
案

能
力

の
向

上
 

G
I
S
基

礎
Ⅰ

期
 

G
I
S
基

礎
Ⅱ

期
 

講
義

、
実

習
及

び
課

題
研

究
を

通
じ

た
G
I
S
の

初
歩

的
・
具

体
的

な
取

扱

い
方
法
の

修
得

に
よ

り
、
出

身
自

治
体

に
お

け
る

G
I
S
を

利
用

し
た

業
務

の

効
率
化
や

サ
ー

ビ
ス

水
準

の
向

上
に

役
立

て
る

こ
と

が
可

能
。

 

大
規

模
地

震
・

津

波
対
策
 

東
日
本
大

震
災

に
お
け

る
関

係
機
関

の
行

動
と

評
価
・
課

題
及

び
地

震
・

津
波

へ
の

備
え

と
発

災
後

の
あ

り
方

に
関

す
る

講
義

や
課

題
研

究
に

よ

り
、

首
都

直
下

地
震

や
南

海
ト

ラ
フ

地
震

等
に

対
す

る
事

前
・

事
後

の
対

応
を

適
切

に
進

め
る

た
め

の
基

本
知

識
を

修
得

す
る

こ
と

で
、

出
身

自
治

体
の
防
災

対
策

に
役

立
て

る
こ

と
が

可
能

。
 

災
害
初
動

対
応
 

〔
地

理
空

間
情

報
〕
 

 
講

義
や

課
題

研
究

を
通

じ
た

次
の

よ
う

な
技

術
の

修
得

等
に

よ
り

、
効

率
的

に
初

動
対

応
を

行
う

能
力

を
身

に
付

け
る

こ
と

で
、

出
身

自
治

体
の

大
規

模
広

域
災

害
時

に
お

け
る

被
害

の
抑

制
に

向
け

た
業

務
に

役
立

て
る

こ
と
が
可

能
。

 

 
○

 
被

災
時

な
ど

の
悪

条
件

で
有

効
な

地
理

空
間

情
報

の
活

用
技

術
の

修
得
 

 
○

 
住

民
等

に
組

織
的

避
難

を
自

発
的

に
行

わ
せ

る
た

め
の

合
意

形
成

技
術
の

取
得

 

災
害
物
流
 

民
間
の
物

流
関

連
企

業
等

の
職

員
と

と
も

に
、
講

義
や

課
題

研
究

、
実

地

見
学
を
通

じ
て

、
各

々
の

役
割

の
把

握
や

災
害

時
に

お
け

る
支

援
物

資
物

流

等
に
関
す

る
専

門
知

識
を

修
得

す
る

こ
と

で
、
出

身
自

治
体

の
防

災
対

策
に

役
立
て
る

こ
と

が
可

能
。

 

防
災

ス
ペ

シ
ャ

リ
ス

ト
養

成
研

修
 

外
部

機
関

研
修

一
覧
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【
機
密
性

2
情
報
】
 

 
 

国 土 交 通 大 学 校 

地
域
防
災

G
I
S
 

〔
初
心
者

〕
 

講
義

、
実

習
及

び
課

題
研

究
に

よ
り

、
GI
S
の

中
級

ま
で

の
操

作
手

法
を

修
得
し
、
ま
た

、
地

域
防

災
、
災

害
対

応
等

に
お

け
る

G
I
S
の

役
割

と
効

果

等
を
理
解

す
る

こ
と

で
、
出

身
自

治
体

に
お

け
る

防
災

計
画

の
策

定
や

液
状

化
対
策
、
発
災

後
の

道
路

や
ラ

イ
フ

ラ
イ

ン
の

復
旧

等
と

い
っ

た
業

務
に

役

立
て
る
こ

と
が

可
能

。
 

危
機
管
理
 

国
交
省
の

地
方

整
備

局
等

の
中

間
管

理
職

の
方

々
と

と
も

に
、
自

然
災

害

に
お

け
る

危
機

管
理

体
制

等
に

つ
い

て
の

専
門

知
識

や
危

機
管

理
に

お
け

る
マ
ス
コ

ミ
対

応
、
経

験
者

に
よ

る
災

害
対

応
活

動
の

要
点

等
に

関
す

る
講

義
及
び
災

害
対

応
演

習
等

に
取

り
組

む
こ

と
で

、
災

害
対

策
の

基
本

や
発

災

後
対
応
方

法
、
注

意
点

等
の

知
識

の
修

得
と

、
情

報
収

集
能

力
、
状

況
分

析

能
力
、
判

断
力

の
向

上
を

図
る

こ
と

が
可

能
。

 

自治大学校

新
時

代
・

公
共

政

策
コ
ー
ス
 

今
後
の
防

災
・
危

機
管

理
政

策
に

関
す

る
講

義
や

、
先

進
的

な
取

り
組

み

を
行
っ
て

い
る

自
治

体
の

職
員

を
講

師
と

し
て

課
題

解
決

手
法

を
学

ぶ
「

先

進
地
ケ
ー

ス
ス

タ
デ

ィ
演

習
」
等

に
よ

り
、
諸

課
題

に
迅

速
に

対
応

し
、
的

確
な
政
策

が
展

開
で

き
る

能
力

の
向

上
を

図
る

こ
と

が
可

能
。

 

消 防 大 学 校 

自
主

防
災

組
織

育

成
コ
ー
ス
 

自
主

防
災

組
織

育
成

及
び

市
民

防
災

活
動

の
実

際
等

に
関

す
る

講
義

や

課
題
研
究

に
よ

り
、
自

主
防

災
組

織
の

育
成

業
務

に
必

要
な

知
識

及
び

能
力

を
修
得
す

る
こ

と
で

、
防

災
の

エ
キ

ス
パ

ー
ト

と
し

て
出

身
自

治
体

の
防

災

対
策
に
役

立
て

る
こ

と
が

可
能

。
 

危
機

管
理

・
国

民

保
護
コ
ー

ス
 

危
機
管
理

の
理

論
や

実
務

等
に

関
す

る
講

義
及

び
課

題
討

議
・
研

究
や

図

上
訓
練
等

に
よ

り
、
自

治
体

の
危

機
管

理
・
防

災
実

務
管

理
・
国

民
保

護
業

務
に
必
要

な
知

識
及

び
能

力
を

修
得

し
、
防

災
の

エ
キ

ス
パ

ー
ト

と
し

て
出

身
自
治
体

の
防

災
対

策
に

役
立

て
る

こ
と

が
可

能
。

 

市 町 村 ア カ デ ミ ー 

地
域
の
防

災
対

策
 

市
町
村
の

中
堅

職
員

と
と

も
に

、
講

義
、
演

習
等

を
通

じ
て

、
大

地
震

や

台
風
・
大
雨

等
の

大
規

模
災

害
に

対
す

る
地

域
の

防
災

対
策

の
在

り
方

や
自

治
体
の
す

べ
き

こ
と

を
学

ぶ
こ

と
で

、
防

災
の

エ
キ

ス
パ

ー
ト

と
し

て
、
災

害
対
応
力

の
向

上
を

図
る

こ
と

が
可

能
。

 

防
災
と
危

機
管

理
 

市
町
村
の

中
堅

職
員

と
と

も
に

、
地

震
や

風
水

害
等

に
備

え
た

地
域

防
災

力
の
強
化

、
災

害
発

生
時

の
効

果
的

な
情

報
伝

達
、
住

民
・
Ｎ

Ｐ
Ｏ
・
事

業

者
と
行
政

の
協

働
等

に
関

す
る

講
義

、
演

習
等

に
取

り
組

む
こ

と
で

、
自

治

体
に
お
け

る
実

践
的

な
災

害
対

応
力
・
危

機
対

応
力

の
向

上
を

図
る

こ
と

が

可
能
。
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